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２Ａ１７ 

サービス化経済のパラドックスに関する実証分析 ３ 

サービス分野における日中経済構造の産業間スピルオーバーと 

エネルギー効率に関する比較 

○堀尾 容康（東工大社会理工学）、渡辺千仭（東工大社会理工学） 

 

1. 背 景 

1.1 サービス分野のエネルギー消費効率化 

東アジアにおける企業間国際取引の広がりは、研究や

商品企画・開発、通信、流通、金融といったサービスを

媒介に、各国・各産業を巻き込み、巨大な国際生産ネッ

トワークを形成している。本研究では、サービス化の一

方で増大するエネルギー消費というパラドックス的状

況を踏まえ、実証分析 1,2（2A15、2A16）により、下記

２点の構造的要因を明らかにした。 

(1) サービス化に伴う国際生産代替によって誘発さ

れるエネルギー消費。 

(2) 経済構造の変化に伴ってサービスが産業間で媒

介するエネルギー消費構造の変化。 

日本は、1970 年代の 2 度のエネルギー危機の経験を

踏まえ、特に製造分野の省エネ・省資源化が進められて

きた。今日、各国経済のサービス化率が高まり、またグ

ローバル化が進む中、サービス分野における技術革新

（イノベーション）によるエネルギー消費効率化の実現

が政策的重点課題となりつつある。 

1.2 産業間取引を通じた技術スピルオーバー 

各国生産活動における中間投入（財貨・サービス）

におけるサービス割合が上昇し、サービスの効率化が、

その他の産業の効率化に大きな影響を与えつつある。図

１に、鉄鋼業を例とし、原材料等を供給する上流産業と、

生み出された製品を利用する自動車産業等との下流産

業の循環的関係を示す。このように、技術革新は、中間

投入需要の変化を通じて上流産業に、高付加価値化や低

コスト化を通じて下流産業に波及効果（スピルオーバー

効果）をもたらし、経済全体に広がるものと考えられる。 

 

 

 

 

図 1. 特定産業の生産活動が他産業や経済全体に及ぼす影響. 

1.3 仮説的見解 

以上の認識に基づき、図２に示すとおり、下記の仮説的見

解の実証を通じサービス分野のイノベーションが、経済全体

への波及（スピルオーバー）によるエネルギー効率の向上に

ついて定量化を行う。なお、２４時間決済システムやデータ

センターのように、付加価値は上がる一方で、新たなエネル

ギー消費の原因となるなど全てのイノベーションが効率向

上に一致するとは限らない。このため、本研究ではイノベー

ションとはエネルギー・資源の効率化のための技術革新とし

て検証を進める。 

(1) プロセス・イノベーション 

サービス生産効率の上昇により同一投入量でより多

くの生産が可能となり、下流産業へ波及する。 

(2) プロダクト・イノベーション 

革新的サービスにより、中間投入の構成が変化、ある

いはより少ない投入量で、より高い付加価値を実現し、

上流産業へ波及する。 

(3) サービス分野の技術革新とスピルオーバー 

上記(1)(2)の経路により、経済のサービス化が進み、

サービスを媒介とする産業間取引において、技術革新

の効果は経済全体に波及し効率化に大きく寄与する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2. イノベーション効果の波及に関する概念. 
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2. 産業間スピルオーバー効果の定量化 

2.1 生産効率化イノベーション 

ある産業部門ｋにおける生産プロセスのイノベーションは、技術

革新前の原材料等の中間投入量ａの変化率αとして次式で表さ

れる。 

kk aa )1( α−=     (1) 

これを全産業について行列式で表すと 

kk eAeAA ')(α−=    (2) 

従って、イノベーション前後の追加的最終需要Δf に対する中

間投入の変化Δx の差は 

∑ −+−=ΔΔ−ΔΔ kkkiki eAAAefxfx )''(// α  (3) 

となることから、技術革新の効果は下記(4)式及び(5)式によっ

て表すことができる。 

産業ｋの技術革新による直接効果： kAe−   (4) 

他産業への波及効果（間接効果）：∑ − keAA )''(  (5) 

また、産業ｋの産業 i への技術革新の伝播は、それぞれの生産

量変化の弾性値(6)として定義される。 

     (6) 

従って、生産プロセスのイノベーションは、産業ｋの生産財・サ

ービスの取引を行う産業全部門の合計であることから、そのスピ

ルオーバー効果は(7)式によって表される。 

     (7) 

ただし、Ｃｋはレオンチェフ逆行列の列和 

さらに、産業ｋに原材料・サービスを提供する産業について同

様の展開を行い、スピルオーバー効果の総和は(8)式によってあ

らわすことができる。表１に、イノベーション効果のスピルオーバ

ーに関する定量化の整理を示す。 

     (8) 

表 1. 産業間取引を通じて波及するイノベーション効果の定量化 

  

 

 

 

 

 

 

 

2.2 日本と中国のスピルオーバー構造の比較 

(1) イノベーションのスピルオーバー効果は上流よりも下流産

業方向に対して強い影響力を持つ 

表２に、各年代における日本と中国の各産業の技術スピ

ルオーバー効果を推定した結果を示す。（表３：変化率）両

国ともプロセスイノベーション（下流産業方向への波及）は、

0.7-0.8 程度であるのに対し、プロダクトイノベーション（上

流産業方向への波及）は、0.3-0.6 とプロセスイノベーション

の方が小さい。これは、前節における数理展開にあるとおり、

下流産業方向にイノベーションによるコストダウン効果（もし

くは高付加価値化）が直接、製品に転嫁されるのに対し、

上流産業方向の中間投入の需要には反映されないことが

原因となっている。 

(2) サービス化はその産業間の媒介効果を通じスピルオーバー

効果を強めている 

日本と中国を比較すると、第二次産業（製造業等）、第三

次産業（サービス業等）とも、プロダクトイノベーション（上流

方向）及びプロセスイノベーション（下流方向）とも、日本の

方が値が大きい。これは、中国の産業は輸出主導型である

のに対し、日本では内需取引主導型であり、また、サービス

の中間投入に占める割合の増大によりスピルオーバー効

果の大きさに反映されていると考えられる。 

表 2. 日中各産業の技術スピルオーバー効果 Sk、S
～

kの比較 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 3. 技術スピルオーバー効果 Sk、S
～

kの変化率 

 

 

 

 

 

 

( ) kkkkk clcs /~ −=
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(3)サービス産業におけるプロダクトイノベーション（上流方向）へ

のスピルオーバー効果の増大 

 日本、中国ともにプロダクトイノベーション効果は増大しつ

つある。これはＩＴの導入等や、オフィスレンタル等により、

従来は労働集約型とされてきたサービス産業においても中

間投入の構成が変化したものと考えられる。 

 日本では２０００年までに、プロダクトイノベーション（上流

方向）において製造業等よりも大きくなっている。これは、１

９９０年代の旺盛なＩＴ投資など、サービス産業が製造業な

ど他産業との依存度を高めたためと考えられる。同様に、プ

ロセスイノベーション（下流方向）においてもサービス産業

の影響力が高まっている。これは、経済のサービス化に伴

い、生産活動に必要な中間投入におけるサービス割合が

拡大していることが原因であると考えられる。（表４） 

表 4. 技術スピルオーバー効果 Sk、S
～

kの推移に関する考察. 

 

 

 

 

 

 

2.3 日中両国のサービス産業におけるスピル

オーバー構造 

 日本と中国のスピルオーバー効果において時間とともにどのよ

うな構造的変化が生じているのかを把握するため、日本の１９９０

年、1995 年，２０００年（中国は 92 年、97 年、02 年）をそれぞれプ

ロセス及びプロダクトイノベーション Sk、S
～

を直交座標とする平面

に付置した。図３は、このうち日本の社会保障、倉庫、水運、商業、

公務、通信、娯楽といったサービス産業を中心に、双方のイノベ

ーション効果を強めつつ分布が変化していることを示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3. 日本のサービス産業における技術スピルオーバー効果の推移

(1990,1995,2005). 

 すなわち、日本におけるサービス産業のプロダクトイノベーショ

ン効果及びプロセスイノベーション効果の増大は、倉庫、水運、

商業や通信といった流通関係（対事業所サービス）と、社会保

障・公務や娯楽といった対個人サービスが牽引している。 

 また、図４に日中両国の第一次、第二次産業、第三次産業群

の分布の変化を示す。第一次産業（農林水産業）では、中国は

プロセス、プロダクトともに日本よりもスピルオーバー効果が大き

い。また、第二次産業（製造業等）では、中国はプロセスに関する

スピルオーバー効果が大きいのに対し、日本ではプロダクトの方

が大きく対照的である。また、日本の第三次産業（サービス産業

等）では、プロセス、プロダクト両方ともスピルオーバー効果が大

きい。このことから、経済のサービス化が進むにつれ（日中経済

のサービス化率はそれぞれ７０％、４０％）、次第にサービス産業

におけるイノベーションが経済全体に及ぼす影響度が上流・下流

ともに強まるものと考えられる。 

 また、日本の 1990 年～2000 年の変化、中国の 1992 年～2002

年の変化を見ると第二次産業（製造業等）を除き、第一次、第三

次産業ともに、スピルオーバー効果が増大している。 
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図 4. 日本と中国のイノベーションスピルオーバー効果の比較 
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3. サービス産業における重点効率化分野 

中国では、エネルギー効率の抜本的向上が重要課題であるこ

とから、これまでの分析結果に基づき、サービス産業において生

産効率の改善がエネルギーやその他の産業への波及の観点か

ら効果の高い分野を抽出した。抽出基準は、第一に日本とのプロ

セスイノベーション（下流産業方向）におけるスピルオーバー効果

の格差が１０％以上であるなど大きな差が存在する分野。第二に

は、ＤＰＧ成分（比例成長からの乖離）が概ね５％未満であり、こ

れまでに大きな構造改革が行われてこなかった分野とした。 

表 5. 中国サービス産業における効率化重点 11 分野の抽出 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 5 に、２つの基準に基づいて抽出を行った１１のサービス産

業分野を示す。これらの分野のエネルギー消費誘発シェアは全

サービス産業の75.4％、生産規模（付加価値ベース）で61.3％で

ある。また、表６に、仮に１０％程度（α＝0.1）の効率化が図られ

た場合の定量的効果の試算を示す。これにより、スピルオーバー

効果により毎年 376 億 US＄、省エネルギー効果は６９百万ＴＯＥ

（国内消費エネルギーの 4.6％に相当する省エネ）に相当する。 

表 6. 効率化重点 11 分野において期待される改善効果 

 

 

 

 

 

 

 

4. 結 論 

4.1 総 括 

 経済のサービス化とともに進むエネルギー消費の増大といった

パラドックス的状況に対し、下記の３点を明らかにした。 

(1)サービス化に伴う国際生産代替によってアジア地

域全体のエネルギー消費効率が悪化。 

(2)経済構造の変化に伴い、これまで個々の産業で独

立したエネルギー消費がサービスを媒介としてエ

ネルギー消費を増幅。 

(3)一方、経済のサービス化は産業間の結びつきの緊

密化を通じて技術革新のスピルオーバー効果を増

大させ、一部の効率化は経済全体に波及。 

4.2 今後の課題 

  サービス産業における低い生産性の抜本的向上は、今後予

想される各国経済のサービス化にとって大きな課題である。サー

ビス化による各国経済関係の深化により、サービス分野の効率化

は一カ国だけの問題ではなく、物流、人材交流、情報通信、教育

など国際的協調による効率化が求められる。サービス貿易の自

由化など新しい経済的枠組みとそれを実現するためのサービス

のシームレス化、ネットワーク効果の実現など、政策と技術両面で

の新たな仮説の設定と実証が必要である。 
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